
中小機構近畿本部は、無料で専門家を派遣して
連携事業継続力強化計画の策定を支援します。

★事業継続力強化計画とは？

防災・減災対策の第一歩として作成する災害対策計画で、国が認定します。
従来のBCPよりも簡易で、実践的・効果的な計画を作りやすいのが特徴。
「単独型」と「連携型」があります。「連携型」は単独企業では対応できな
いリスクに対応するもので、複数の企業で、災害時の相互協力体制を計画し
ます。

トラック協会会員の皆様

★運送事業における計画の類型

水平的な連携：同業種又は異業種に属する複数の中小企業者で構成

代替輸送の実施

復旧等に必要な人員
や設備の融通

車両・倉庫の
相互利用

災害対応設備の
共同導入・利用

原材料、部品確保の協力

有事の際も運送業務を継続できるように！

運送業者同士の信頼関係がより強固なものに！

災害対策をアピールして顧客、取引先からの信頼もアップ！

運送業者が計画策定に取り組むメリット

＼BCPに興味のある運送業者様必見！／

近年、地震や台風による豪雨等の自然災害が全国各地で頻発しています。
新型コロナウイルス感染症も蔓延し、自然災害以外のリスクも顕在化するだ
けでなく、南海トラフ地震の発生も危惧されるなか、災害等へのリスク対応
がこれまで以上に重視されています。



お問い合わせ先

(独)中小企業基盤整備機構 近畿本部
地域・連携支援部 地域・連携支援課（担当：渡邊、堀江）

TEL：06-6264-8621
mail：bcp_kansai@smrj.go.jp
住所：〒541-0052 大阪市中央区安土町2-3-13大阪国際ビルディング２７階

★近畿地方*の運送業認定企業 ＊滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中小企業庁のHPで認定を受けた企業を公表

国の認定マークを会社案内や名刺に掲載してPRできる

政府系・民間金融機関による低利融資の可能性*

信用保証協会による追加保証枠・保証枠拡大の可能性*

防災・減災設備に対する税制措置（特別償却18～20％）

事業継続力強化計画を策定するメリット

株式会社関西丸和ロジスティクス、株式会社エコライン、株式会社ロジスト、株式会社洛南、

株式会社村上運送、株式会社フロンティア、株式会社勝元、有限会社秀商、

株式会社共立トランスポート、株式会社丸和運輸機関、一般社団法人AZ-COM丸和・支援ネットワーク、

双和運輸倉庫株式会社、株式会社田島運輸、ひかり物流株式会社、株式会社ヨロズ物流、

株式会社ランドホープ、新日本輸送株式会社、株式会社オプラス、株式会社オプラスロジス、

株式会社オプラスエキスプレス、株式会社オプラスウエスト、株式会社千里カーゴサービス、

北神運輸株式会社、株式会社和田物流、株式会社ライズトランスポート、株式会社ファーストライン、

株式会社ユービーエム、株式会社ユーパワーロジ、株式会社ユーエムロジ、株式会社神優、

城南産業株式会社、関空運輸株式会社、泉運送株式会社、南産業株式会社

参考：中小企業庁HP「連携事業継続力強化計画」認定事業者一覧（令和4年8月末時点）※中小機構近畿本部調べ

★計画認定を受けた運送業者様の声

企業名：株式会社千里カーゴサービス
所在地：大阪府

＊支援の有無や内容は、企業と金融機関・保証協会の事前の協議・合意によります。


